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S の手短時キャッチアップ 

インスティテ ユー、 ンョン 構造 
一磨 帝富梼技荻に 視点 を据 えた 比簗 笑話公称 

0 季 瑛 ，渡辺 千仮 ( 東 工大社会理工学 ゥ 

屯王 

重 Cs の潜在的な経済発展の 可能性が大き 

（ 巨 界の注目を集めている。 翼丁 Cs  とご 打 ヒヒブラジ ノ黍ノ 

田田 目 ) 、 ロシア 田 S 蕊 a)" イし ノド   簿 通儀 目 、 申 

国 (Ch ぇぬぬ ) の四ヵ国の頭文字をつなげた 造語であ 

り、 各国は広い国土を 持ち。 大きな人目規模のため 

労働力が大きく、 原油や鉄鉱石などの 天然資源に恵 

まれている。 今後、 力 国のマクロ経済が 

好調に推移すると 、 現在の経済大国であ る                 

国。 日本。 英国 " フランス、 ドイツ。 イタリア。 カ 

ナ卸を超える 巨大な経済圏を 形成するが見込ま 

る。     
げられるかどう ヵ " ほ 。 携帯電話を含めた。 穣々 な製 

品の生産場所と 市場であ る 靱 亙 C$ 各国への接近が 

重要な鍵を握っている。 そこで。 携帯電話の普及率 し 携帯の限界生産性で 比較実証分析を 行っ 
                                        シス デイ テヱ一 ・ショ   各国の携帯普及率にど う 影響を与える 

かを考察する、 そして。 携帯普及率から 

各国 cD むめ ㌢の展望を試みる。 

  
2 。 a 携帯電話の普及率の 
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㏄     普及速度 

ぁ : 普及の初期状態 

』時間 

& じ a と日本。 米国の携帯普及発展 

の 現状を示す。 図 1 よ り 工 Cs の携帯の普及痩ほ 

日本や米国に 比べて低いが " 今後も成長すると 思わ 

はロジスティッ タ に よ る予測 ) 。 

  
  9 よ 軒 
  

          

422 式のような。 ロジスティック 分析により。 各国 

の 飽和の携帯普及率を 推測することができる " 4 表 

] 一表 6) 

  2% イ手 5   
  且 04 恩 ・ 70  8.43 

一 99 一 



表 1 一表 8 の夕の値は。 大きいほど携帯電話の 普 

及 率の成長力が 大きい。 インド、 ロシア " 中国と大 

きい順番になっている。 飽和携帯普及率関の 値はロ 

シア、 米国。 日本。 ブラジル。 中国。 インドとなっ 
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次に、 図 2 に (2) 式を使って GD ジぽ 

と ぇ le ( 千人当たりの 携帯の普及率 ) (D 相関を 

示す。 
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8 ㌶ 免 二 %+ 舘磁 わ あ @Z9 十 3 
(2) 氏ょ れノ に 対する限界生産性 

は (3) 式のように示される。 その結果は以下の (4) 式 

で表す。 

86.39             

産 性の推移は表 7 に 示す通りであ る " 

畷藩率 

'  掩 お 砲は ノ P 弟ん 眩 眩煎ハぱ R ひ拓 石材 W 閲倣ォ ぬ人館城 ガ 
  27265] 

  1810 78 

  1310 50 
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表 7 から伺われるよ う に、 インド、 中国、 米国の 

順 に携帯電話の 対 G 芥生産性が高い。 他の国 

は 携帯普及率による の 増加率は小さい。 また、 

図 2 の携帯普及率と G の 関係から、 中国の携帯 

普及率が増加することにより。 米国の G 

が 凌ぐこ とが考えられる。 そして。 インドも中国と 

共に携帯普及率が 増加すると。 がさらに ょ 営力 ロ 

することが分かる。 ロシアとブラジルでは。 携帯 普 

及 率の増加だけでは の 増加にならない。 日本 

は 携帯の普及率 は 頭打ちで、 携帯普及率のを 

の 増加 は 期待できないが、 米国はまだ、 携 

帯 普及率の増加が 可能で。 GD の 増加は期待でき 

る 。 

ICS を構成する各国は、 今後の携帯普及率は 増 

加 すると思われる。 ロシアは 20 

の 普及率になっている。 飽和 携 

ワ し @ の ぼ 、 比較的当たっている 

人 が複数の カードを持っ 場合もあ るので。 

を 越える可能性はあ り " すでに香港などでは 

S との分析では。 「 合 

成 学習能力指標」を 計測することで、 托ず ( 情報通 

信技術 ) (@ 普及黍道を検証した。 得られた知見は、 

T 関係の指標は 先進国でない 国みにとって 重要で、 

柔軟性。 開放性などの 指標 は 先進国では よ り重要で 

あ ることが分かった。 今回は、 よりミクロ な 視点か 

ぬと日米の各国同士を 比べることで、 

発展の可能性を 検討した。 

S 這おけるインスティテュ - ション 

携帯電話のワンセ グず Ⅴに関連する、 地上デジタ 

丁 Cs 各国で採用した 方式 は 、 ロシア、 

インドで は ヨーロッパ方式。 ブラジノ ン @ ま 日本方式を 

採用しだ。 中国では独自方式を 取ると考えられる。 

中国ば 2G から拍に移行するが "jG に @ まぢ 虫 自力 

式を採用している。 そのため、                                                                         

も 独自方式を採用すると 思われる。 独自方式を採用 

した方が。 先進国から技術のスピルオーバーが 起こ 

りやすいと考えられる。 ブラジル ほ 日本方式を採用 

したが、 条件としてブラジルは 半導体技術を 日本か 

ら技術援助してもらうことになっている。 

市場が大きければ。 大きいほど。 先進国からの 技 

術のスピルオーバーが 起こることが 考えられる。 

分析結果を載せて 

からほ、 インドの 

式 により、 インドが。 日本。 ぽ シア、 ブラジルと同 

様の 2 次であ ることがわかり、 米国や中国の 投 鞭 と 

は違 う ことが判明した。 つまり。 インドの増加率は 

次第に減少し。 G ㌢の増加率がゼロに 近づくこと 

を意味している。 

ぬの 申では中国が 米国の 

五丁有色， 淫且 があ り。           S は米国を越えることは 

難しいと結論できる。 S が G ァを 越える経済圏 

を達成できるか ほ 。 中国 と インドの 力 に力、 力、 ってい 

携帯普及率の 将来の普及率はロジステイ ソタ の 

予想から、 ロシア。 米国。 日本、 ブラジル、 中国。 

インド順で。 ロシアの携帯普及率が、 日本。 米国を 

越すと思われる。 最新の 年の データで はロ       

⑪程度であ る。 実質的にほ 6 

と 思わ乱るが、 数字からも。 うと。 日本を越えている。 

インドで携帯の 普及率が低いのほ 実際 

0 位 以内であ るが。 - 人当だりの 

でない ) が 田 Q ドル程度 ( 

からであ る。 インド は 携帯電話普及率 @ 

の増加率は大きいが、 先進国からのスピルオーバ - 

による技術を 身につけな し 、 と、 今後の持続的発展は 

難しいと思われる " 

日本が米国と 違い。 携帯普及率による GDP の 増 

加率がゼロに 近いのは、 他国へのオープン 度が低い 

からだと思われる。 前回の結果からも。 先進国 @L と           とって重要であ る 

  



ことがわかっているので。 このことは日本に 当ては 

まると思われる。 今後。 日本は他の国に 対しオープ 

ンにし、 そして柔軟，性を 待つことが重要で 

中国も、 持続的発展を 続けるには。 日本が歩んだ 

であ る。 独自技術を持つ よう になることが 必要で 

あ ると思われる。 

米国は中国に G において今後は 抜かれるかも 

しれないという 可能性が出てきたので、 ョ一 ロッパ 

や日本との連携が 今後も重要になると 思われる " 

年には。 現在入口で世界 5 位のブラジルを 

抜く国に。 パキスタン。 ナイジェリア。 バンダラ ヂ 

イッシ ュ があ り   ブ "   フジル の人口は 8 位になると 予 

されている。 イン ドが ユ位 " 中国が 2 位。 米国が 

3 位、 日本は比 佐 。 ロシアは ゑ 位 @ こ なる " 近いう 

C     が出てくると 思われる。 

月に提唱した、 ゴールドマ 

年ば月にポスト 

して。 ネクストイレブン ( 忍 -1%  ( バンバラディッ 
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とで キャッチアップ 能力を表現するのも 興 
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